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本書は、「鳥取発！農福連携モデル事業」での実践例

や、鳥取県における農業や水産業などと障がい者福祉施設

との連携について紹介する事例集です。

鳥取県では、農業分野への障がいのある人の職域拡大を

目標として、農林水産部門と福祉部門が連携し、事業を推

進しています。

障がいのある人が、鳥取県の農業などの生産現場におい

て働くことによって「やりがい」を感じ、収入を得ること

で「自立」する。

そんな可能性を見いだし、広げていく地道な取り組みで

すが、障がいのある人が活躍できる分野、作業は、きっと

あるはずです。

鳥取県らしさを活かして、支え合いながら充実して働く

ことができる地域社会を築けるよう、本書が関係するみな

さまの参考になれば幸いです。

編集事務局（県障がい福祉課）
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「鳥取方式」による芝ポット苗の委託生産

「鳥取方式」の芝ポット苗を生産してい

る株式会社チュウブ緑地と社会福祉法人敬

仁会が連携し、障がい者等の就労機会拡充

の一環として救護施設ゆりはま大平園で芝

ポット苗の委託生産を平成２２

年度にスタートさせました。 

 平成２２年度は試行というこ

とで、３万ポットを育苗し７月

上旬に出荷。平成２３年度は、

他の事業所も取り組み、生産量

を大幅に拡大する予定です。 

水産業との連携支援による新商品開発 

施設利用者が鳥取県漁業協

同組合の指導の下、職場実

習として水産加工に取り組

み、カレイ等の加工技術を

習得。現在加工作業の受

託、自主製品の製造・販売

中です。 

魚の干物づくり（砂丘福祉作業所）   

鳥取県漁業協同組合酒津支

所で天然ワカメを入手し、

生ワカメを乾燥させ板わか

め等の商品開発に着手。同

漁協の協力を受け、板わか

めを商品化しました。 

板わかめづくり （すずかけ）  
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施設・事業所等が取り組んでいるモデル事業以外の事例 

鳥取県内の農林水産業関係の取組 

 自主事業として農業に取り組む福祉事業所や、モデル事業外で連

携した取り組みを行っている事例があります。 

自主事業として農業生産等に取り組む福祉事業所 

ウイズユー千代工場 (鳥取市) 
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ハッピーバーディー(湯梨浜町) 柿木村共同作業所(大山町) 

 「サラダほうれん草」、「サラダ

みずな」を水耕栽培し、鳥取中央青

果、協同青果等の市場に卸し、県内

スーパーで販売しています。 

 また、椎茸は「サンマッシュ和」というブランドで大阪市場に

販売。鳥取県東部のスーパーでも販売しています。  

水耕栽培で「サラダほうれん

草」を生産し、ＪＡの直売所

等へ販売しています。 

椎茸（生・干し椎茸）、

ナメコを栽培し、販売し

ています。  

 

 

 働くよろこびと、安定した生活を 
プロローグ 

 障害福祉サービス事業所等では、袋詰めや組み立てなどの軽作業

から、公園・建物などの清掃作業、名刺やポスター・冊子などの印

刷、データ入力・集計などの情報処理サービス、製菓・製パンなど

の食品製造販売といった、多岐にわたる業務をおこなっています。 

 鳥取県内では、こうした事業所等が約100カ所あり、約２千人の

障がいのある人が働いています。 

 また、養護学校などの特別支援学校の卒業生は、約３割が一般企

業等に就職し、約３割が訓練を行うために障害福祉サービス事業所

等で就労しているといわれています。 

 県では、こうした事業所等で就労する障がいのある人への支援の

ため、従来から訓練内容の充実、工賃の向上、一般企業等に就職す

る一般就労の促進に向けた取り組みをしてきました。 

 しかし、平成２０年度下期からの雇用経済情勢の悪化に伴い、受

注が減少し、事業所等の就労事業による収益が影響を受けていたこ

とから、新たな就労支援策を模索する必要がありました。 
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平均工賃の推移  

年度 平均工賃月額 

平成18年度 10,983円  

平成19年度 12,641円  

平成20年度 12,782円  

平成21年度 13,437円  

福祉事業所からの 

一般就労者数の推移  

年度 人数 

平成18年度 19人  

平成19年度 27人  

平成20年度 18人  

平成21年度 58人  

 各福祉事業所は、生産活動に

従事している利用者に、当該生

産活動に係る事業の収入から当

該事業に必要な経費を控除した

額に相当する金額を工賃として

支払います。  

 １人当たりの平均工賃月額

は、各年度において福祉事業所

の利用者に支払われた工賃（賞

与等を含みます）の総額を各月

に工賃が支払われた利用者数の

合計で割って算出した額です。 

 なお、１人当たりの平均工賃

月額は、あくまでも平均額であ

り、福祉事業所の利用者全てに

この額が支給されたわけではあ

りません。 

一般就労と福祉的就労  

 障がいのある人の就労の

形態には一般就労と福祉的

就労の２種類があります。 

 一般就労とは、民間企業

等で雇用関係に基づき働く

ことです。 

 一方、福祉的就労とは、

障害福祉サービス事業所等

で就労することをいいま

す。  

※集計対象 

● 入所・通所授産施設 

● 就労継続支援Ｂ型事業所  

● 小規模作業所  

3 

 

 

 取組    

栽培班では、花の種まき、植え替え、手入れなどの活動をしていま

す。マリーゴールドやパンジーなどの花を２０種程度栽培し、出

荷・配達の実習も行いながら、勤労観や職業意欲を育てています。 
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県立米子養護学校の農業分野での取組 

「農加工班」での作業 

「栽培班」での作業 

作業室での芋汁作り ネギ畑の除草作業 

 

花きのポットへの施肥作業 ポット苗の播種作業 

農加工班では、野菜の生産・管理・加工・販売などの活動をしてい

ます。ほ場では、ネギやキャベツなどの野菜を栽培し、作業室では

手順表を参考に生産物の袋詰めや調理を行っています。 



 

 

参考資料 

県内特別支援学校の農業分野の 
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 特別支援学校とは、障がいのある児童生徒等に幼稚園、小学校、

中学校、高等学校に準ずる教育を行うとともに、自立を図るために

必要な知識技能を養うことを目的とした教育が行われる学校で、鳥

取県内では１０校（分校を含む）が設置されています。 

  特別支援学校では、自立と社会参加を目指し、児童生徒等の障が

いの特性に合わせた適切な指導及び必要な支援が行われており、対

象となる障がい種は、視覚障がい、聴覚障がい、知的障がい、肢体

不自由、病弱・身体虚弱です。 

  特別支援学校の中には高等部の学習において、国語、数学などの

教科のほかに、職業生活に必要な技能や知識を習得するため「作業

学習」という時間をカリキュラムの中に設けており、流通、木工、

手芸などの作業班に分かれて学習を行っています。 

  特に、農業、園芸、栽培など農業分野の内容を扱う作業班は、全

ての知的障がい特別支援学校に設けられており、実際に農場やビ

ニールハウス等での学習を行いながら、働く力を伸ばしています。 

  また、特別支援学校では、就労に関するセミナー等を開催し、企

業等関係者に学校や生徒の様子を知ってもらったり、就労に向けて

意見交換を行ったりしながら就職先の拡大を目指しています。現

在、特別支援学校の生徒の３分の１程度が一般企業等へ就職し職業

人として活躍していますが、農業関係の職に就くケースはまだ少な

く、鳥取県の主要産業である農業分野への就職先拡大に向けて取組

を進めています。 

 

 

 障害者自立支援法に基づく就労支援事業 

  
就労移行支援  

A型  B型  

 

  

  

対象者 

  

就労を希望する６５歳

未満の障がい者で、通

常の事業所に雇用され

ることが可能と見込ま

れる者  

通常の事業所に雇用さ

れることが困難であ

り、雇用契約に基づく

就労が可能である者  

通常の事業所に雇用

されることが困難で

あり、雇用契約に基

づく就労が困難であ

る者  

【利用者像】 

● 特別支援学校を卒業

したが、就労に必要

な体力や準備が不足

しているため、これ

らを身につけたい 

● 就労していたが、体

力や職場の適性など

の理由で離職した。

再度、訓練を受け

て、適性にあった職

場で働きたい 

● 福祉事業所を退所

し、就労したいが、

必要な体力や職業能

力等が不足している

ため、これらを身に

つけたい  

【利用者像】  

● 特別支援学校を卒業

して就労を希望する

が、一般就労するに

は必要な体力や職業

能力が不足している 

● 一般就労していた

が、体力や能力など

の理由で離職した。

再度、就労の機会を

通して、能力等を高

めたい 

● 福祉事業所を退所し

て就労を希望する

が、一般就労するに

は必要な体力や職業

能力が不足している  

【利用者像】 

● 就労移行支援事

業を利用したが、

必要な体力や職業

能力の不足等によ

り、就労に結びつ

かなかった 

● 一般就労してい

て、年齢や体力な

どの理由で離職し

たが、生産活動を

続けたい 

● 福祉事業所を退

所するが、５０歳

に達しており就労

は困難  

サービ

ス内容  
一般就労等への移行に

向けて、福祉事業所内

や企業における作業・

実習、適性に合った職

場探し、就職後の職場

定着支援を実施  

通所により、原則雇用

契約に基づく就労の機

会を提供するととも

に、一般就労に必要な

知識、能力が高まった

者について支援  

福祉事業所内におい

て、就労の機会や 

生産活動の機会を提

供（雇用契約は結ば

ない）するととも

に、一般就労に向け

た支援  

就労継続支援 

訓練等給付により次のような支援（サービス）が提供されています。 

 



 

 

「 食 の み や こ 鳥 取 県 」 を 支 え る 豊 か な 一 次 産 業    

鳥取県の豊かな一次産業 

 鳥取県では、青く澄み渡る日本海と、緑豊かな山々に囲まれた

環境の中で、数々の農産物・林産物が生産され、新鮮な海の幸が

水揚げされています。 

 特に、ナガイモ、ラッキョウ、ブドウ、白ネギなどの農産物

は、先人が長年砂丘地に挑み努力して耕作した結果、今や県を代

表する農産物となっています。また、鳥取県の農業を牽引してき

た「二十世紀梨」は、現在も国内有数の生産地として、新たな梨

の研究、栽培も進められています。  

 そして現在、「食のみやこ鳥取県」を掲げ、地域食材のブラン

ド化や「食」を支える人材育成を図り、本県の「食」が健康、安

全、観光、地域づくり等と結び付き、一つの「文化」として定着

するよう、様々な取組みが進められています。 

 また、平成２３年秋には「第３１回全国豊かな海づくり大会鳥

取大会」が鳥取県で開催されます。水産業の持続的発展、豊かな

自然環境の保全、鳥取県の魅力発信などの契機となるよう、県を

あげて準備が進められているところです。 
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鳥取県の総人口に占める「農家人口」の割合   ２３．８％ 

※平成17年数値：農林水産省「農林業センサス」 

鳥取県の就業者数に占める「農業就業者」の割合 １０．９％ 

※平成19年数値：総務省の推計人口、鳥取県県民経済計算 

 

 

42 

 

雇用促進 パンフレット「農業分野での障害のある人の雇用のススメ」－ 

で受け入れてみませんか

サポートします！

職業センター）【ジョブコーチ】

・ 市町村）

【農家】・生活支援センター）【就労支援ワーカー】

職場定着
○常用雇用（フルタイム、

パートタイム）

○有期雇用（アルバイト）

就労継続支援事業（Ｂ型）

相談窓口：市町村

支援事業（Ａ型）

市町村

離職・転職の場合

就職

雇用主等に対し各種
助成金・奨励金等に
よる支援

雇用契約を締結
するもの

雇用契約を締結
しないもの

【凡例】

サポート

一般就労に必要な知識や能力
訓練を行います。

就労が
な場合

を提供し、知識や能力向上のために必要な訓練を行います。
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参考資料:中国四国農政局経営支援課提供 －障害のある人の雇用促進 

まずは障害のある人を訓練

関係機関がしっかり サポート

【地域障害者職業センター】

【ハローワーク】

（地域障害者

（保 健 所 ・

（障害者就業

【農業者】

相談

訓 練

トライアル雇用
（期間：3ヶ月の試行雇用）
相談窓口：ハローワーク

職場適応訓練

（期間：6ヶ月以内）
相談窓口：ハローワーク

精神障害者社会適応訓練事業

（略称：社適）

相談窓口：保健所／市町村

サポート

再チャレンジ

【保健所/市町村】

就労継続 支援事業

相談窓口：

就労移行支援事業(期間：２年以内）

相談窓口：市町村
障
害
の
あ
る
人
：
職
場
及
び
作
業
適
応
能
力
の
か
ん
養

雇

用

主
：
障
害
の
あ
る
人
を
雇
用
す
る
際
の
不
安
感
の
払
拭

特別支援学校が行う現場

実習

相談窓口：各特別支援学校

目的 一定期間（2年程度）
向上のために必要な

試行雇用で、農家と
障害のある人との相
互理解を深めます。

一般
困難

農家で実際の業務を行
い、その作業環境に適応
するための訓練です。

職親（協力農家等）の下で、
一定期間作業能力、環境
適応能力等を養います。

福祉的就労の場

 

 

二十世紀梨 スイカ 

ハタハタ マグロ 松葉がに 

椎茸 

鳥取和牛 杉 芝 

メロン 

ラッキョウ 白ネギ 

とっとりの名物・特産品  

鳥取県の代表的な農林畜水産物をご紹介します。 
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農 業 分 野 へ の 職 域 拡 大 に 向 け た 取 組    

鳥取発！農福連携モデル事業 

 鳥取県では平成２２年度から「鳥取発！農福連携モデル事業」に

より、障がいのある人の農業分野への職域拡大に向けた取り組みを

進めています。  

現状  

● 雇用経済情勢の悪化に伴い、福祉事業所に対する発注量が減少。 

● 約４割の福祉事業所で農業関連事業に取り組んでいるが、就労事

業としては未確立。 

● 他県では、農業生産法人での障がい者雇用、福祉事業所による特

産品収穫作業の受託、福祉事業所の農業参入により成果が生まれ

ている。 

課題  

● 福祉事業所の農業に対する知識・技術が乏しい。  

● 農業者等に障がい者就労を受け入れる環境が十分に整っていない。  

目的  

● 障がい者の一般就労に向けた農業と福祉事業所の連携推進  

● 農作業受託システムの体系化  

● 福祉事業所における農業生産活動の促進  

鳥取県らしさを生かした農業と障がい者就労の 

連携モデルの確立 
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の 雇用のススメ 

40 

 

雇用 促進パンフレット「農業分野での障害ある人の雇用のススメ」－ 

農業分野での障害のある人の
受け入れにあたって

○工夫次第で貴重な労働力として期待できる

○障害のある人の雇用促進という社会的要請に貢献

○障害者のある人が補助的作業を行うことで、自分は他の作業に専念できる

○職場の雰囲気が和む

障害のある人の受け入れメリット

＜知的障害のある人＞

○複雑な工程を経ない繰り返し作業を得意とすることが多い（ただし、切り
揃えたり、計量作業等であいまいな基準に基づく作業は不得意）

○早朝、長時間の作業については不得意としない

○根気強く、繰り返し教える必要がある

＜精神障害のある人＞

○複雑な工程を経ない繰り返し作業に加え、自分で工夫して作業に取り
組むことができる

○体調によって作業に波が生じる（勤務時間、勤務日数の調整は柔軟に）

○早朝作業などの不規則な出勤は不得意とすることが多い

○薬を服用している人もいるので配慮が必要

障害のある人が得意な作業、不得意な作業

岡山地域障害者雇用促進ネットワーク

農業分野における障害のある人の雇用を促進することを目的として、岡山市に所在する福祉、
保健、労働、農業の各行政機関と農業者、障害者就労支援団体等により構成された任意団体で、
平成２１年３月１０日に発足しました。

問い合わせ先 中国四国農政局経営支援課（TEL 086-224-4511：代表）

中国四国農政局管内における農業分野での障害のある人の雇用事例は、農政局のホームページ
（http//www.maff.go.jp/chushi/keiei/fukusi/index.html）でご覧いただけます。
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